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0． 全体として

―増田氏―１、大綱案全体をとおして法令と条例間、当案の項目間、概念間などで整合性、関連性、体系性がないのは何故か。
２、当案に求められる自治基本条例としての鎌倉らしさ、鎌倉市民がのぞむ市政運営のルール、システムにはどうしてもみえない。策定委員会は当大綱案のどこにそのような条項を盛り込んだと考えているか。その条項と理由を。

３、当素案大綱案は市民が市政の主権者、主体者であり、市民自治を標榜しているが、市政に参加する市民は一体自らの市民意識やリテラシー（知識、教養、能力）を向上させるような施策、仕掛けにはどのようなものが用意されているか。あるとすればどの条項か。
０６～０９の内容と「自治を進めるしくみ」のタイトルとはそぐわない。
８、「新しい公共」とは一体何で、これについてはどんな議論がなされてきたか、その概念導入の意図は何か。９、憲法や地方自治法で枠組みされているもの、規定されているものをあえて当案に書くということにどんな意味があるのか。１０、分権推進改革委員会が云々とたびたび引き合いに出されるがお墨付きをいただいた上で書くということか、その必要性は何か。

―若林氏―Ⅰ.地方公共団体の条例制定の大前提：憲法や現行法規に違反しないことをご存知ですか。　鎌倉市が自治基本条例を制定する上での大前提は、地方自治法第１４条１項の「条例制定は法令に違反しない限り」という大前提がある。しかるに、素案大綱（案）の段階で既に、憲法や現行法規に違反する文言が散見される。基本条例大綱の作成にあたり、憲法違反や法律違反に当たる条文（項目）は認められないことを『策定市民会議メンバー各位』は承知（ご認識）されて居られるのかどうか確認したい。
 Ⅱ．自治基本条例前文に書き込む項目への質問：
　市民１００人会議第３次鎌倉市総合計画第２期基本計画書の第２章まちづくり展望：第２節　歴史を継承し、文化を創造するまち　１　歴史環境〈めざすべきまとの姿〉のタイトルは、”豊かな歴史的遺産が大切に保全され、伝統的な文化が保存・継承されているまち”と設定した。【目標】の第３項に「歴史と文化の伝統に裏打ちされた鎌倉らしさを継承し発展させるため、市民と世界に向けて情報を発信します。」と目標設定されている。自治基本条例前文に書き込む項目に、　”歴史と伝統文化を継承し”という文言が出てこないのはどういう訳か。　鎌倉市とは歴史と伝統文化を継承し、自然が生きる武家の古都である。
―松崎氏―危機管理と公益通報者保護（内部告発）の項目が抜けたのは何故か。

―宮下氏―「基本的考え方」（９）　「鎌倉らしい」とは「伝統ある古都鎌倉」の意であろうと理解するので、開発か環境保全かの何れに重点をおくのか条例で明確にされることを期待したい。

０１．と、０２．自治基本条例の目的、最高規範性（旧No.01,02）
－木上氏―・「歴史と伝統」とすべきという意見がなぜ採用されなかったのか。・「市民自治」を「市政運営」とする案はなぜ採用されなかったのか。・「最高規範」という用語は誤解を招きやすく不適切という意見があったが、そのままにした理由はなにか。

―石渡氏―基本条例は地方政府の憲法と称しているが、本物の憲法とは違って他の条例と同じ水準に並んでいるに過ぎない。擬制の憲法であって憲法を僭称しているだけの単なる比喩である。大上段に振り被るのは、滑稽であろう。
―若林氏―歴史と自然が生きる安心・・・を歴史と伝統文化を継承し自然が生きる安心・・・に。
 （解説）文中、古都鎌倉を将来に→　武家の古都鎌倉を将来に「武家の古都　鎌倉」を標語に”世界遺産登録”を目指して全市を挙げて活動中である。
―宮下氏―　条例は「法」、「施行令」、「省令」、「通達」等を上回ることは出来ない。従って「憲法的性格」とか「最高規範性」と謳うことは思い上がりであり誤解を招く。　地方政府という考え方は、恰も独立国の政府として日本国に立ち向かうかの如き自分勝手な思い上がりを印象づけるので、賛同できない。

０３．用語の定義　「市民」など（旧No.03,04）
－植田氏― 地方自治法上の参政権を有する「住民」を先ず定義すべき、「市民」の定義はその後に、「住民を含む、鎌倉市に居住する者、在勤・通学する者、市内で活動する者等の鎌倉市の市政サービスの受益者を総称する」。本大綱案中の「市民自治」という言葉は全て「住民自治」に変更を。同時に参政権の意味合いを持つ文脈では全て、「市民」は「住民」に変更されて然るべき。
－高橋氏－間違っていないか。「市政サービスの受益者」としない理由はなにか。

－人見氏―「市内で活動する者」鎌倉市内でどのような目的で、どのような活動をするか定かでない。地域の問題を解決するのに何故、この人達を市民の範疇に取り込み、手を借りなければならないのか、その必然性について、お尋ねする。　

－松本淑氏－「市民」とは市内に住所を有する人（国籍は問いません）とあるが、鎌倉市が神奈川県と異なる国籍問わずの定義をきめる根拠は何か。県民は「自治法のいう有権者であり県内の住民」と20年１月21日の勉強会で県の課長が話された。鎌倉市民の将来にも大きな影響をもつ重大な決定は、市民全員の総意で決める問題だ。市民に情報を届けず説明や討論もなく、決定することは誰の権限なのか、質問する。深沢地区のＰ.Ｉ活動で「市民」の定義は多数の疑問や質問が出た重大問題である。

－木上氏―・「市民」の定義を狭義にすべきという意見はなぜ採用されなかったのか。

　・「参加」には参政権の行使は含まれないのか。
－石渡氏―「市民自治」は使うべきでない。「住民自治」こそ相応しい。憲法及び地方自治法が定める通り「日本国籍を有する住民」が選挙権・投票権を持つ。大綱案から全ての「市民自治」を排除すべきである。「住民」を基本的用語として使用した場合、「市民」は例えば「其処にいる人」と言った語感で融通無碍に使用できる。（解説）に「国籍を問いません」と在るが、敢えて注記するまでもない程自然に収まる。

―吉田氏―０３（旧No.03）、１６（旧No.34）、２０（旧No.21）、の市民は同義語か。１３の市民との関連は？
―増田氏―O.定義用語が不足：「市」、「市政」などを追加すべき。別項参照

―以下大綱案にあえて沿って言えば―O（１）「市民」定義があとの本分の市民と必ずしも一致しない。定義ができていない、つまりはきちんと市民の議論、検討ができていないといわざるを得ない。「者＝個人」と「もの＝事業者をふくむ団体」を使い分ければ事業者は要らない

（５）は不要、その代わりに「市長、執行機関」を「行政」と記述する方がかえって包括できてわかりやすい。市長とその他執行機関、職員を個々に対象とするときはそのように使えばよい。

―若林氏―　参加について、市民が市の政策形成や実施、を市民が参政権を行使し市の政策形成や実施、に。（解説）文中「市民」とは、市内に住所を有する人（国籍は問いません）は、は不必要。削除すべき。参政権を有する人を条件とする。世界中で国籍の無い人に「市民権」を与えている国家は無い。米国、英国、独国をはじめ共産中国、北朝鮮、韓国等に居住する日本人（国籍：日本国）にその国の参政権（市民権）を与えていない。これらの国々で「市民権」を取得するということは、「徴兵（兵役）」の義務を
負うことを意味しているから。日本国はいまだ「徴兵制度」（兵役義務）がないから、「納税」の義務（当たり前）を負っていても「市民権」を与えては『国家の主権』が保てない。これは世界の文明国（国家）の常識。
不必要、不用意な文言は使わない方が良い。
―宮下氏―　鎌倉市政の主人公は市民である。（市民主権）は―市民でなく「住民」とすべき。憲法に自治権は「日本国民である住民にある」と規定。憲法に規定されているものを重ね条例で謳う必要はない。「市民」ではなく「住民」でなくてはならない。よって通勤者、外国人等は自動的に条例の範囲外となる。
「事業者」と定義づける必要はなく、商店主は「住民」の場合が大半であり、大企業の場合は、支社長、工場長等には私見を述べる権限はなく、株主総会の議決でなければ企業の公式見解とは言えない。よって条例で殊更取り上げて定義すべきものではない。

 ０４．と、０５．市民自治の基本理念・基本原則（旧No.07,08）　
－人見氏－自治基本条例で謳う基本理念・基本原則は、基礎自治体を構成する住民、議会、首長･執行機関の全般に関るものであり、市政運営全般に関るものと思われるが、本素案（案）が市民自治の基本理念・基本原則に限定している理由について、お尋ねする。
―木上氏―・「基本理念」は「前文」や「目的」などと重複するので不要であるとする意見があ
ったが、あえて残した理由は何か。・「基本原則」は、単なる目次の様な羅列であり、すべて後段と重複するので不要であるとする意見があったが、あえて残した理由は何か。

―石渡氏―平和」に付いて。平和の維持は国の管掌であるから、地方の水準としては「生命・財産の保護」が相応しい。

市民自治の基本原則（１）市民参加の原則、（３）情報公開、情報共有の原則に付いて。大綱案の心棒は何事であれ市民が行政に噛むことにあるらしい。しかも事務の初期の段階から。従って最初期からの情報を要求する。そんな事をしていては、行政が効率的に動くのは不可能になろう。其れにその市民たるや如何なる公的資格を持つものやら闇の中である。

―吉田氏―基本理念の（１）主権者を主体者に。基本原則に「説明責任の項目」を追加する。
－増田氏―Q.解説の「市民自治の市政運営の基本原則」とはなにか、以降のどの条項に記述されているか。O「.自治基本条例は市政運営の基本原則である」とむしろ解説ではなく本文にのせるべきものである。Q.理念と原則の使い分けは。タイトルと内容の違い

Q.（３）の「市を設置」の考えが出てくる所以はなにか。何が目的か。自治の一部とは一体何か。逆に一部以外には何があるのか。

O.（１）～（３）は市民の責務であり０７－市民の責務と重複。単純な整理もできていない

（４）は３７－国等との関係　とダブルO.解説項：「主人公」表現はまるでマンガでいただけない。O.解説項の中段は偏っている。市民の総意で市の設置はなく、与件であると先述したとおり。やるなら住民投票に付するとでも。また宣言すると称するほど総意の形成ができているとでもいうのかQ.０５市民自治の基本原則との関係は。ダブり重複で整理ができていない。

Q.自治運営と市政の違いは。定義とも関係するが同義であれば市政を使うべき
O.原則が整理されていない。市の対外、対内的項目が順不同、整理がいる。

O.原則として掲げるに欠けているものがある、EX提案権など

―宮下氏―　市民ではなく、住民であり、憲法で自治権を保障されているものを、殊更「自治確立のため」などと謳う必要はない。　住民主権は現行の議会制民主主義によって実現されている。「法」の範囲を超えて「条例」が取り上げようとする意図に、議会制民主主義の破壊に繋がる直接民主主義制導入の下心が感じられる。

０６．市民の権利（旧No.09）　
－木上氏―・「意見表明を行い、提案する権利」はなぜ削除されたのか。・「参加・協働しないことによって不利益な取り扱いを受けない」という文言をなぜ入れないのか。・通勤者、通学者には行政サービスを受ける権利はないのではないか。

―石渡氏―解説）末尾に、法で定めている選挙権、直接請求権、解職請求権などは「当然のことなどであえてこの中には列挙していません」と書いてある。すると例えば、０７項目の（解説）「納税の義務等は、費用負担と云うことで書いてあります」はどうか。１６項目議会の設置、２０項目市長の設置は何を今更書き並べているのか判断に苦しむ。

―吉田氏―（４）の項目は当然なので不要。
―増田氏―O.市民の権利でなく、市政参加の権利とすべき。けだし、当条例の性格が市政運営のルール、仕組みであり市政の目標、課題を規定するものでないということからである。その峻別ができていないとこうなるという証拠。また解説では市民憲章で市政への参加ともいっている。当自治基本条例の性格区別の整理ができていない。

O．市政参加の権利は②、③のみ。①、④はそれぞれ憲法、自治法10条②に明確に規定されているまさに市民が本来持っている市民の権利（国民の権利）で掲げる必要なし。仮に掲げるならほかにもまだまだ多くの権利が抜け落ちている。

O．解説：解説後段はこれまで行ってきたことと矛盾する。法令で定めている大事な、それに直接関係する市民の参政権（選挙権、請願権など）を掲げない方がおかしい。

０７．市民の責務（旧No.10）　

－木上氏―・内容的に「基本理念」と重複するものが多いのではないか。

　・通勤者、通学者には負担を分担する責務はないのではないか。

―石渡氏―市民は、市政に「進んで」参加するとあるが、こんな強制は不穏当であろう。

―吉田氏―「友愛と連帯意識を深めるものとする」を、「協力し自治を推進する」に。（４）は当然で不要。

―増田氏－O.　０４―基本理念・原則と完全に重複O.市民生活上の責務、と市政参加上の責務が混在、これも未整理状態O.③は玉縄地域住民には該当しない、つまりは偏りがある。全鎌倉市を念頭にした表現に書き換えること。●O.最も大事なことは市民の市政へのリテラシーをどうして上げるか、市民意識や感覚、認識をどう高めるかであろう。この基本的検討や議論が殆どなされないままに記述されているところにこの案の最大の問題がある。したがって何のための自治基本条例かが問われていないといわれる所以である。

―若林氏―市民は　市政に進んで参加すると共に、は、市民は　参政権を行使し市政に進んで参加に、
 市民は、鎌倉の歴史的遺産と自然を守ると共に、は、市民は、鎌倉の歴史的遺産と伝統文化を継承し自然を守ると共に、
０８．子ども（旧No.11）
－木上氏―・「子ども」は市民なので、市民の権利と責務が定められていれば、この項目は不要

ではないか。・このように市民の中の特定の属性を取り上げると、「高齢者」「障害者」「外国人」

などと際限がないのではないか。

―石渡氏―「子どもの権利条約」が持出されているが説明皆無であり理解し難い。国際規約を遵守云々とは言っても各国によって事情は大違いである。受入れる国もやたらに遵守ばかりの反応ではない。先走らない事である。我が国では過保護の方に問題がある。（解説）中に「立派な社会の一員であり、社会に貢献する力を持っています」と書いてあるが、何歳の子の話なのか。末尾の三行に至っては場違いと言いたい。「子ども」に一項目立てる必要があるのか。それでは婦人は。身障者は。後期高齢者は。全ては市民に含まれているのだから、其れで良しとすべきではないか。

―増田氏―O. 不要である。唐突であり、このような項目が掲げられるのは、政策目標・課題と市政運営ルール（自治基本条例地）との区別がここでもできてないからである。

あえていれるなら前文、行政の行動原理・原則の項におけばよい。また同時に高齢者、弱者もいれないとバランスが取れない。

０9．事業者の責務（旧No.12）
－人見氏―事業者の責務のみ規定し、権利を明記していない理由について、お尋ねする。
―増田氏―O.不要。事業者も市民のひとり、市民の定義で整理すべき。ここでは市民以外の事業者を名指し特定しているということか。O.解説項：　構成するもの（者）とで整理するべき、あえていえば自覚を促す対象は一般市民のほうが大ではないか。そこが変われば事業をする市民も変わるというもの。事業者といえども多くは市民であろう、そうでないものその他については市民のリテラシー、意識をかえ、更には“まちづくり基本条例”（別途制定の必要）できちんと規定してそれを市政で市民、議会、行政の三者が運用することであろう。Q.解説前段と後段の違いは？本文はどちらを対象に意識しているのか？

10． 市民の自発的活動（旧No.39）
―木上氏―　・強制されることはないことを明記すべきではないか。

―石渡氏―住みよい地域づくりに「積極的に関わる」ものとする、と在るが、強制に過ぎる。家族、我が家。其の外側を取り巻くご近所。其のあわあわとした空間が聖域である。其の聖域をより良く、確かなものにしようとするのが狙いなのであろうが、此処まで言い切ってしまうとぶち壊しになろう。　

―吉田氏―「市民の自発的活動」「地域組織」「市民活動団体」「協働のまちづくり」の項目は類似のものと思われるが、一括表現できないか。また区分した意図があればその理由は？
―増田氏―Q.この項が何故このところに配されるのか。１３、１４とはどんな関係または同質的項目と考えているのか。Q.前項の市民自治の基本原理・原則あるいは自治を進めるしくみとの違いはなにか？

１１．地域組織（旧No.40）
－木上氏―・地域組織の核となる家族の尊重と保護が不可欠ではないか。
―石渡氏―（解説）には、地域組織の在り方について抑制された意見が書かれている。前項の「積極的」はこの線に沿って取り外すべきであろう。

―増田氏―Q.この項が何故このところに配されるのか。１３、１４とはどんな関係または同質的項目と考えているのか。Q.前項の市民自治の基本原理・原則あるいは自治を進めるしくみとの違いはなにか？

４、個々の市民と２元代表制とが直接関わるかたちの市政のみならず、地域コミュニテイー＝地域自治をもっと前面に打ち出してその関わり方、実現性を求めるべきと考えるがこの程度の規定でそれが可能と思うか。可能と考えるならばその事由を。

１１．コミュニティー（旧No.40）
－高橋氏－自治会、町内会の活動をもっと重視すべき条文を望む。そうなっていないのは何故か。

―増田氏―Oコミュニテイーよりも「地域自治」とするのがよい。市民が最小単位で実感できるリアルな地理的空間が地域であるから、分権・自治場面での市政参加ミニモデルともなるわけで、この自治基本条例の目玉の一つであろう。

―宮下氏―コミュニティ－とは、文化・歴史或いは職業・宗教などを同じくする共同社会のこと故、自治会・町内会とは些か性格を異にしている。紛らわしい外来語を使用せずに、日本国の条例らしく日本語の熟語を用いるべきである。一方、地域のことは地域で決めていくとした場合、得てして地域エゴに偏ることがある故、寧ろ自治会・町内会と行政との関係を明確な組織形態として条例に謳うべき。
１２．市民活動団体等（旧No.41）
－植田氏―　冒頭の「ボランティアや．．．」の前に「市民の福祉を向上するための」などの文言を入れて「限定」を加えること。当然第二文にも「自発的な」の前に「上記の」が入る。
―石渡氏―　ボランティア、市民活動団体に主体性を要求するのは過剰な干渉である。従属しようが、下請けをしようが勝手である。最初の二行は不要である。

―増田氏―Q.　１１との関係、違いはQ.「お互いに尊重し----、」はあえて言う必要あり？Q.「市は----実現のために協働する」とは？　　補完的役割ではQ.解説項：唐突に「新しい公共」とはいったいどのような概念でなぜここに？O．１０～１２は地域自治として再検討、整理する。Q.以下１３～１５がなぜコミュニテイーの範疇なのか？

１３．住民投票（旧No.18）　

－植田氏―　先ず地方自治法に規定されている「直接請求」とどう関係するのかのご説明を頂きたい。　第二に公職選挙法に定められた20歳以上という年齢制限は当然「直接請求」にも適用されますが、それを勝手に18歳以上に変更するのは、憲法94条の地方自治体の条例制定権の違反と考えるが如何。　
－高橋氏－選挙権は地方自治法に従って２０歳以上とするべき。１８歳とした理由は何か。
－人見氏―分母には市内に住所を有する18歳以上の市民が該当するのか、直接請求の要件、即ち地方自治法第18条及び第74条で規定する「選挙権を有する者」が該当するのか、
－木上氏－・住民投票制度の基本的考え方は何か。
―石渡氏―議会制民主主義の原則に反する。憲法は、「正当に選挙された国会における代表を通じて行動し」と定めている。また、市長・議会は法によって一定の権限を委任されている。百歩譲っても、直接請求の制度が存在しており、此れを使えば事足りる。

　住民投票の負の側面として、住民に負担を求める政策は拒否される、意思決定までに時間がかかり過ぎる、人気取りの衆愚政治になりがちである、一時の熱狂に流される。其れでも尚もと固執するなら、「非常設型」の提言に留めるべきである。１８歳以上と決めるには時期尚早である。何故、先走るのか。「別途条例で定める」と三箇所で強調しているが可笑しいのではないか。中身をどう決めるかを示さずに本体の策定を先行させるのは無責任である。速やかに具体的な肉づけを示すべきである。

―吉田氏―「市は」を「市長」に変更、市民と同じく議員の発議が必要と思う。
―増田氏―●O“.市政参加基本条例”あるいは“住民投票基本条例”をつくりそのなかの重要な一項として具体的な参加権の発露できる場面をつくるべき。理由は市民の市政参加の場面を市政のプロセスをおって整理すべき、その中で直接民主制の場面やそれぞれの過程での市民参加で真の市政参加権が行使されるかを制度設計してみるべきだ。最小の検討は必要だが以降のその他の項目も思い付き的策で殆ど検討整理ができていない状態。地域自治（コミュニテイ）もこの中に含めるのも一考か。

１４．市民委員会（旧No.20）
－木上氏―・市民委員会は市長や議会と屋上屋を重ねるものではないか。

―石渡氏―見すると、ありふれた審議会等に見える。市民公募委員が加わるのも常である。本文四行は特別の問題を孕んでいることも無さそうだ。然し、（解説）には誠にさり気無く極めて重大な要求が書かれている。「委員会は市と対等な立場に立ちながら市民主導で」行われ、「市は、委員会が出した結論について尊重する義務を負い、施策に反映」するのだそうだ。其処で聞きたいのは、この恐るべき権限を持つ市民とやらは、如何に選ばれて正当性を持ち得るのか。選挙の洗礼を受けるのか。しかも、「詳細については別途定める」のだそうだ。論外である。別途定めるものを急ぎ明示して貰いたい｡

―吉田氏―設置の必要が理解できない。審議会設置の目的、委員選定のプロセス、と説明責任を市長が果たし、公募市民の割合を確保し、市民からの審議会設置の要請が可能であれば事足りる。文面変更を。

―増田氏―Q,何故この委員会だけが突然出てくるのか。ほかにも多くの市民参加必要場面がるし、それぞれにこのような市民委員会タイプがふさわしいわけでもないし、思いつきに過ぎない。検討ゼロに等しい。O.１３でのべた意見(●)はここでもいえる

５、市政のプロセスに沿っての市民の市政参加場面やその形態の検討は不十分である。創設するという住民投票制はともかく市民委員会のみが突出していてこれが市民参加システムの全てのように聞こえるが、またこの市民委員会そのものも思いつきみたいで内容がみえないがこれで市民の市政参加の仕組みを組み込んだと考えているのか。
―松崎氏―市民委員会は議会と重複するのではないか。公募者等を中心とする委員会が、選挙により選出された市民の代表者たる市長、議会と対等であるかのような本案は、民主主義に反するものではないか。

―宮下氏―　議会制民主主義の破壊を企図せんとするものであり容認しがたい。住民投票制度は職業的扇動者によって大衆の付和雷同を狙うものであり、共産圏諸国における常套手段。日本国には馴染まない方式である。市民委員会は、如何にも選挙によらずして市政参画を狙う落選常習者の考えつきそうな方策であり、如何なる根拠により住民の代表と認定できるのか理解もできないし容認もできない。所謂ゴネ得狙いの圧力団体に他ならない。

１５．協働のまちづくり（旧No.42）
―増田氏―Q.協働の意味、概念は？Q．もっと広く参加のまちづくりもあるのでは？まさに参加のまちづくりをこの基本条例はうたっているのでは。Q「.市議会並びに市とは」の｢市｣とは行政のこと？　定義があいまいなのか、定義どおり使わないのかわからないが。「市」を定義するならば市民、議会、行政の三者であろうQ「.それぞれの特性」とは何かQ　3行目の「市」とは何(誰)を指すのか

O.まちづくりに関する政策課題目標と手続き関連の項があちこち出てくるが、未整理状況といわざるを得ない。“まちづくり基本条例“として具体的に次のステップでつくるような前段の整理が必要である。

Q.解説項：　後段の三つの条件は何のことで何故でここにてくる、どこから出てくる？

―宮下氏―　「協働」という熟語は、本来の日本語の熟語ではなく外来語の翻訳語であり条例に用いるには相応しくない。岩波書店発行の広辞苑（第５版）には Coopertion の翻訳語として僅か１行半の記述しかない。且つ、「協働」という熟語を通じて、新しい公共の概念という直接民主主義的概念を条例に持ち込もうという企図が読み取れ、現下の議会制民主主義の破壊に繋がるものとして容認しがたい。

１６．議会の設置（旧No.34）
―木上氏―・地方自治法で定められており不要ではないか。

―石渡氏―無くもがなの宣言で、法で決められた内容をなぞってみても意味が無い｡

―増田氏―O．不要。憲法93条、自治法89条にあるものをあえて持ち出すのはどのような理由か？

法令の範囲内、枠内ということ、これらは分権・自治の与件、前提条件ということを無視してか知った上でか、２０－市長項と同様ここでも敢えて掲げる理由は何か。それよりも議会の存在を前提にこの議会が市政上機能するためには何が必要かを規定するべきであろう。O.解説項はこうありたいと思うが、この時期「宣言する」などよくもこう言える気がするが、独りよがりでは。先述の市民の意識、リテラシーすらまだおぼつかない状況であるにも拘らず、これらを放置して言葉遊びに過ぎない。

１７．議会の役割と責務（旧No.35）
－木上氏―　・「立法府としての本領」とは何か。

―石渡氏―お節介である。議員に対して失礼。

―吉田氏―役割は当然のことで不要。3項目削除。役割の目的である、市民の福祉向上、自治の発展等を項目に追加する。

―増田氏―O.　1項と5項は同義で重複。単なる枕詞ならともかく、1項代表機関は何度も指摘するように前提・与件でありいわずものがなで意味がない。O.　2項は２６―説明責任と重複。

●O.　議会は市民にとって最も身近な存在でありもっと市民の立場で活動すべきところであり、その余地を大いに残しているところであるので議会が全うな機能を発揮すれば市民の市政参加はここ議会に全て（殆どのこと？）を託すことで安心してわれわれは市民生活ができるはず。したがって議会が更に本来なすべき役割・責務を果たすことができるような内容とすべきである。全く薄弱な内容で市民委員会がこれに肩代わりするようにも見える。O．“議会基本条例”をつくる前提での骨格を議論整理して織り込むべきところである。そのうえで議会基本条例をつくることを規定すべきである。

６、議会は市長、行政機関に対して市民に代わってチェック、提案をする最も重要な機関であるがこの議会改革に関してはきわめて弱く、その重要性が伺えない。議会基本条例を別途制定する約束ぐらいは強く規定すべきところ、それがみえないのは何故か。
18．議員の責務（旧No.36）
―増田氏―Q,肝心の議員の立候補時マニフェスト（公約）が取りあげられていないのは何故か。ここから議員の役割、責務は始まるにもかかわらず。またその後も活動の評価ができる要となるにも拘らずである。Q,３項の市政監視は調査権のみではできない。ここではどちらに重きがあるのか。また１７の４項の抑制、監視と重複するのでは。O.解説項：議会基本条例等で定められることが期待されるとはなんと寂しいことか。本文で言い切るべき。

19．議会と市長、執行機関の在り方（旧No.37）
－木上氏―「二元代表制が生きる市民の市政」とは何か。　
―石渡氏―これも無意味。若し、反問権と自由討議を強調したいなら、別の項目に潜り込ませれば足りる。

―吉田氏―この項目は削除し、3番の市長等の反問権保証を「議会の役割と責務」に計上する。

―増田氏―議会と「市長・執行機関」―--―議会と「行政」とすべき
Q.1項は議会、行政のところでも言及していて重複O.三者による市民自治の確立はすでに総則で触れている。同義の繰り返しに過ぎない。O.議会基本条例での議会運営に関する項でふれるべきこと。これに関しても“議会基本条例”をつくることを規定しておくこと

２０．市長の設置（旧No.21）
－人見氏―市長の設置は、公職選挙法第33条第3項によれば、地方公共団体の設置の日（鎌倉市制施行日昭和14．11．３）から50日以内に市長を選挙することが規定されている。これによって、市長の設置の法的根拠は明解且つ整備済みであると思うが、本素案（案）に敢えて自治基本条例の制定及び地方政府であることの宣言と関係付けて「市長の設置」の条項を明記された理由について、お尋ねする。
－木上氏―・地方自治法で定められており不要ではないか。

―石渡氏―意味が無い。
21．市長の責務（旧No.22）
２２．執行機関の責務（旧No.23,25）
－木上氏－・法令順守は市民、市長・執行機関、議会など全員の責務である。なぜ、市長・執行機関及び職員にだけあるのか。
―吉田氏―追加「組織は、機能的で効率良く機能する必要が重要。運営に当たっては、総合的で計画的、公正公平が必要。全体として市、市長、執行機関の区別が分かりにくい。

―増田氏―＜市長・執行機関　＞　　　：新用語定義をつくりここは「行政」で可

２０、市長の責務について、O．全く１６―議会同様、憲法93条、自治法138条の３、139条よりして不要。

O.分権推進委員会がいわずとも市（地方公共団体）は法的にすでに地方政府である。但し自治事務に関する場面での地方政府であることに留意すること。O選挙立候補にあたりマニフェストの作成を必須とする条項が議員同様必要である。O.1項は「――――本条例を尊重し」では弱く「法令および、本条例に則り」とすべき。O.3項は「武家の古都・鎌倉」だけが特例ではない。もっと市域全般にわたる表現に改める。O.２１－市長の責務のあとにそのた執行機関もこれに準ずとして規定すれば足りる。

２３．職員の責務（旧No.24）
―増田氏ーO.本文は整理の必要があり訳が分からない。●O.行政経営に関する項目がない。組織、活動、評価など一連の「行政経営に関する行動原則、原理」としてまとめて規定すべきである。だからこの項も思いつきにすぎなく、検討不足も甚だしいと言わざるを得ない。　　

24．情報公開、個人情報保護（旧No.13,14,15,17）
－人見氏―未成熟情報は出所及び責任の所在が往々にして不明確だ。情報の内容によっては風評がはびこり徒に社会的混乱を招く恐れがある。市民から求められれば全て応えなければならないのか。又、この場合、情報管理の責任は誰が取るか。
―石渡氏―（解説）中に「未成熟情報」の公開を求めているが、限度の見極めが難しく行政の施策を困難にする恐れが多分にある。

―増田氏―Q.ここでいう「市」とは何か。行政のことか。議会も含むのか。市の定義が必要だし、場合により異なった意味ならばこのように随所で混乱することになる。

O.解説項：既存の条例見直しを「当条例の位置づけ」などで明定することが必要である。

25．市民意見公募制度（旧No.19）　　

―石渡氏―施策の決定前に住民の意見を聞くのは当然の民主主義的手続き、とは言い切れない。選挙で選ばれた市長が政策を実行するのは、権限の範囲であり責務でもある。一々事改めてお伺いを立てなければならないものか。市長の背後には、議会も選挙民も目を光らせている。

匿名の意見を警戒心も無く受入れていいものか。事の重大性からみて、「住民」のみが意見を述べる権利と義務を持つ事例が有り得よう。また、意見を出す人は極めて少数に留まるであろうし、相図って声を大にする人達も出てくる。住民・市民の声を代表しているとは、とても言えないのではないか。市民意見の募集の狙いは、直接民主制度への傾斜である。我々は市長と議員を選挙して、彼・彼等に市の行政を委ねる。一時の熱狂、党派の利害を濾過して、現実的な施策に結実させる真っ当な制度である。市民意見至上主義は、人気取りに走り易い。

―増田氏―Q.ここでいう「市」とは何か。行政のことか。議会も含むのか。市の定義が必要だし、場合により異なった意味ならばこのように随所で混乱することになる。

O.解説項：既存の条例見直しを「当条例の位置づけ」などで明定することが必要である。

26．説明責任　

―石渡氏―今まで当局者は、住民に全く説明してこなかったと言うのか。十全の説明をする気が無かったと言いきれるのか。其の部分を具体的に指摘すべきである。其の上で、何処までの範囲、深さまでの説明を求めるのか。権限を握った「市民」がやたらに詳しく、判り易くと迫ると、行政は仕事にならないだろう。

―吉田氏―意見、要望、苦情への応答責任を追加すべき。
―増田氏―Q,整理できていない。情報共有、公開でのべることがらか？行政や議会の役割、責務の項でのべることではないのか？あるいは情報提示の方法をいっているのか、はたまた説明手続き上必須事項といっているのか。何れかによってどこで議論すべきかが決まること。これも不十分であいまいな項といわざるを得ない。O.　解説項：稚拙、本文と不一致

２７．法の自主解釈（旧No.26）
－人見氏－地方分権改革推進委員会の「中間的な取りまとめ」（13、14頁）が提起しているメルクマークによりますと仮令、市民の人権の保障及び利益の向上を図るためとは言え、上書き制定権が私有財産制度、法人制度等の根幹となる制度よりも優位にあるとは無条件で受入れ難い。又、平成20年1月21日の講演で県の川崎課長は“基本的に法令を越えられない”と回答された。本条項の文言が無修正で条文化された場合、条例の解釈・運用にあたって混乱が生じないか。
―木上氏－・法令の自主解釈の法的根拠は何か。・法令の自主解釈は、法の下の平等に反するのではないか。・「上書き権」は定義も不明確で、憲法との関係の整理、行使する場合の法的裏づけもなく、条例に定めるのは不適切ではないか。

―石渡氏―「市民の立場で解釈」と（解説）に書いてあるが、市民という個人はいない。勝手気侭に言い出せば法を軽視する風潮を生む。上書き権は分権推進委員会が提起した段階に過ぎず、気にいったからと、今安易に取り込む時期ではない。

―増田氏―O.本文の意味不明。何を言いたいのか。法令の解釈とは市政上二つの局面がある。一つは法令そのものの事務・サービスなど実務執行行為に関しての解釈、二つは新たな条例制定など立法的政策法務面とあるが、書くのなら双方を記述すべき。混在、混乱している。

O.解説項：ここでも改革分権推進委員会のありがたいお言葉がでてくるがそれ以前からいわれていることでもあり、いつまでも分権委員会なる権威に基づくような表現は如何なものか。

28．行政手続（旧No.26-2）
―増田氏―O.市政参加のプロセスの検討のなかでおのずと出てくるところ。その場面は不満、不服、不正、不当、不法、差止めなどとしてとらえられそれらへの対応、手続きとしてまとめるべきでここでも整理されていない。O.全ての既存条例の見直しにおいてもやらねばならない必須の事項

29．財政運営（旧No.27）
－人見氏－本条項によれば、市民自治と二元代表制（住民は、長及び議員を直接選挙で選び、長及び議員は住民を代表する。）の関係が却って不明確になると思われる。予算の編成過程には住民は参加せず、二元代表制の機能を充分に発揮できるような方策（制度設計）が採られない理由は。
―木上氏－・予算編成への市民参加は、利害の対立を生むだけで非現実的ではないか。
―増田氏―O.1項は自治法2条⑭と重複Q,2項の市民参加はどんなことを想定？O.3項は情報公開との関連で規定のしかたを見直す。

３０．総合計画（旧No.28）
―木上氏―・総合計画策定に当たって、市民は「協働」ではなく「参加」するのではないか。

―増田氏―O.1項は自治法2条4項で規定ずみなので書くなら違った角度で表現記述することQ.2項の「市」とは行政のことか？　議会の議決、承認をうるは当然のことで不要。前述したようにこの項でも同様のことが繰り返されており、また市民の市政参加場面の重要箇所であるのもわかるが一連の経営サイクルの検討したうえで整理記述すべきである。O.解説項：政策評価の項との調整

７、自治基本条例と基本構想、基本計画の峻別ができているか、また関係性は整理されているか

31．都市環境の保全、創造（旧No.43）
－人見氏―本条項は都市環境の保全について明記しているが、都市環境の創造（⇒　環境への負荷が少なく持続的に発展することができる社会を構築する）の積極的な取組については、本条項のどの文言から汲み取ることができるか。
―増田氏―O,自治基本条例に盛り込む内容にそぐわないし唐突である。ここではなく前文、あるいは市政運営原理、原則項にかかげるもの。理由は政策課題、目標であるから。

世界遺産登録があるからだけが特殊事情ではない。ほかにも大きな生ごみ処理問題や身近な生活に関わる問題などがあるわけでここの記述も普遍的でなく偏りがある。

3２．附属機関等（旧No.29）　　

―石渡氏―公募の委員を、必要条件にするには及ばない。専門家をいれるのが本来の目的に適う。市長は施策の判断に資する為、研究者・専門家の知識・意見を求めている。審議会が政策を決定すべきものではない。政策を推進すべき主体でも勿論ない。我々住民が選挙で市長を選び、信託しているのは、彼自身の手での施作の実行である。審議会に「丸投げ」は、もっての外である。従って市長は諮問に対する答申・報告を、必要に応じ「つまみ食い」し、残りを「お蔵入り」させて然るべきである。此れこそが答申・報告への「誠実な受け止め」方と言える。

―増田氏―自治法１３８条の４●O.解説項：後段。市民の意見がバランスよくとあるが市民のだれが参加するのかどうやって選任されるのかを考えたとき、ここでも市民のリテラシーが問われるが、それには当案は触れられていない。あたかも市民誰しもがこの役を演ずることができる前提に聞こえる。したがって必要項ではあるが市民の現実体をさておいて、きれいごとばかりを述べても実行性、実効性が上がらないということである。この領域の議論ができていない。
３３．出資団体等（旧No.30）
―増田氏―O.行政の一組織として位置づけること。Q.行政項全体で見たとき、何を基準にこのパートにこれらの項目がまとめられたのか理解できない。行政の組織なのか、行政の経営場面でなのか

３４．政策評価（旧No.31）
―木上氏―・「政策評価」ではなく「行政評価」ではないか。「政策評価」は選挙で行われるのではないか。

―増田氏―Q,政策評価とは何か、どの場面をさしているのか？Q. 計画、経過、実績とそれぞれの段階、あるいはそれを通してやるのか？Q,経営全般、事業、個々のサービスなどあるが、その全て？あるいは特定のものか？Q,以上を念頭においていうべきである。重複場面、例えば前出の市民委員会とやらがやることとどこがどう機能面で違うか？Q,解説項：政策評価委員会は絶えずなにをどう評価するのか？評価して意味あるものは何か？Q.自己評価は行政内部のPDCA問題、他己評価は外部から、市民、議会サイドからの評価ということか？

３５．協働施策の評価（旧No.33）
―木上氏―・行政評価に全て含まれるので、この項は不要ではないか。
―増田氏―O、３４とある意味で重複、評価の対象が異なるだけで目的は同じで整理が必要。Q.事業が対象であるから当該事業の計画から実施、評価に至るPDCAすべての段階でのチェックという意味でなければならないが？Q.市民がといいながら団体が評価するとなっている。市民と団体とは別物？定義不十分が露呈している。

３６、監査（旧No.32）
―増田氏―O.1項は２２－執行機関　1項と重複、要整理O.調査、検査、審査、評価、監査、とこれらのどれが市政のどの場面でどういうやり方、組織体制で対応するのか全く未整理である。ただ並べただけの感がある。Q.監査と評価の違いは
３７．国その他の機関との関係（旧No.44）
－人見氏―本条項には言外に「基礎自治体が抱えている課題によっては、地方分権を進める一方で、効率化には集積も必要だ。換言すれば、“自立と共生”が求められている。」との意味合いが含まれているものと理解してよろしいか。
―増田氏―O．　０４－（４）と完全ダブリ。

３８．自治基本条例推進会議（旧No.45）
－植田氏―　憲法にも「憲法裁判所」の規定が無いのと同じくここでも、０２の規定で十分
―木上氏―・これは議会の役割ではないか。

―石渡氏―基本条例の実際的な運用管理は、市長・執行機関の手を経て最終的には、議会の仕事となるのが順当である。推進会議を作るのもいいが、資格無き市民が座るべき席があろうとも思えない。（解説）中に「市民は公募市民も含む」とあるが、公募でない市民もいるのか。公募でない市民の方が本命と読み取れる。判りにくい。同じく解説中に「詳細は別途定めます」と、又しても不誠実な科白が見受けられる。大筋をきっちり書き込んで示す事を要求する。

―増田氏―O.推進が推進会議だけでは情けない。Q,市民委員会など市民参加が多くの場面と機能を有したかたちで随所にでてくるがこれの関係、整理はできているのか？●O.当条例の推進が目的であれば、かつそれが市民主体のものであるのならそのような環境、状況を市民サイドに（特定の推進委員と称するものだけにでなく、一般の市民という意味）つくっていかなければ真の市民自治などいえたものではない。その観点が一つも見うけられない。このようなことができる仕組み、仕掛けが要る。

Q.解説項：啓発とは誰が誰に対していっていることか？

－松崎氏―条例（市政執行状況）の確認は議会の役割ではないのか。推進会議を構成する市民の定義は何か。民主主義に照らして公募市民がこのような権能を有して良いのか。

３９．本条例の改廃手続き（旧No.46）
－植田氏―この規定は地方自治法及び公職選挙法で正当に選ばれた市長及び市議会議員の立法権の侵害になると考えるが如何。　
―木上氏―・議会の条例制定権を制約するものであり不要ではないか。
―石渡氏―市長と議会の権限に属すべき議案の扱いに対し外部から、制約を課そうとするのは筋違いである。些か汗を流したと自負する市民の思いも判らぬではないが。成立した条例に過不足が生じた場合、速やかに現実に合せるべく修正を急ぐのは当然である。

―増田氏―O.住民投票にかけるとする方がすっきりする。行政や議会がいやがるから？それともこれでもこれで充分の意か？●O.直接民主制をどこまで標榜、持ち込むかの議論ができていないから全体を通してあいまいで、すっきりしなく一貫性、体系性がここでも欠けている。

―松崎氏―議会の条例制定権を制約するものではないか。
４０．大項目の配列の入れ替え

―吉田氏―市民、　議会、　執行機関、　仕組みと行政評価、　コミュニティと協働のまちづくり　　が分かりやすい。
４１．策定作業のやり方・・・説明責任と関わって
－高橋氏－説明責任を求める条文を作る我々が、この大綱案を市民に説明し意見を聴取しなければならない。その為に我々自身がこの大綱案を議論し納得する事が必要だと思う。今後は全体会で各条文の問題点を説明し充分討議することを希望する。今の予定表では、時間不足で表面的な討議に終わり、市民の本当の意見は聞けないのではないか。「隗よりはじめよ」でやって頂きたい。

－松本淑氏－「市長・執行機関・議会はその施策の計画、決定、執行、評価について説明責任を果さなければならない」とある。策定委員会はこの自治基本条例策定を急ぎ、市民に対する説明責任を果さず作ろうとしている。「市民自治」の名を汚がす。「市民無視」の立場で基本条例を作り、市長・議会に「説明責任を果さなければならない」と書く自己矛盾の立場である。
第４グループからの質問、要望
	 ００．  「歴史と自然‥」など複数項目に繰り返し出てくる言葉があり、前文にまとめるなど、整理すべきであると４Ｇでは指摘したが、なぜ反映されないのか

	  31（旧No.43）の「都市環境の保全・創造」という表題に地球環境を含めることに無理があった　　（＝温暖化など地球環境の保全は独立した項目とすべきである）

	  28（旧No.26）「行政手続」は表現が弱く、実効性が期待できない

	  16（旧No.34）「議会の設置」、20（旧No.21）「市長の設置」は、法に明記されていることなどを考えて、４Ｇとして削除する意見を提出したが、なぜ反映されないのか

	  26（旧No.16）「説明責任」について、「応答責任」が適当ではないかとの意見を提出したが、本当に必要なのは「応答」がなされることであろう。再考して欲しい


	
	

	●読んでもらえる条例とするため、法制の専門家だけではなく、文章の専門家の意見も聞き、やさしい表現にして

もらいたい。「です・ます」調の条文とすることも検討すべき

	●推進会議や市民委員会の機能充実に期待する
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